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連結子会社の吸収合併（簡易・略式）に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、当社の 100％子会社である高速マルトモ包装株式会社

（以下「高速マルトモ包装」といいます）を吸収合併することを決議いたしましたので、下記の

とおりお知らせいたします。なお、本合併は 100％子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、

開示事項・内容を一部省略して開示しております。 

 

記 

 

１．合併の目的 

高速マルトモ包装は、2013 年 4 月にＭ＆Ａにより当社子会社となっておりましたが、今後、

経営の効率化を図るため、2021 年 4 月 1 日を期日に吸収合併することといたしました。 

２．合併の要旨 

（１）合併の日程 

合併契約書承認取締役会 2021 年 1月 15 日 

合併契約書締結日  2021 年 1月 15 日 

合併承認株主総会  開催いたしません 

効力発生日         2021 年 4 月 1 日（予定） 

※本合併は、会社法第 796 条第 3項に定める簡易合併ならびに同法第 784 条第 1項に

定まる略式合併の規定により、当社および対象会社において、合併契約書に関する

株主総会の承認を得ることなく行うものであります。 

（２）合併の方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、対象会社は解散いたします。 

  （３）合併に係る割当ての内容 

      本合併による株式その他対価の交付は行いません。 

（４）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

対象会社は新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。 

 

http://www.kohsoku.com/##


３．合併事業会社の概要（2020 年 9月 30 日現在） 

 吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

(1)名称 株式会社高速 高速マルトモ包装株式会社 

(2)所在地 仙台市宮城野区扇町七丁目 4番 20 号 札幌市白石区流通センター6 丁目

4-16 

(3)代表者の役職・氏名 代表取締役社長 赫 裕規 代表取締役社長 小林弘美 

(4)事業内容 食品軽包装卸売業 包装資材等の販売 

(5)資本金 1,690 百万円 30 百万円 

(6)設立年月日 1966 年（昭和 41 年）2 月 12 日 1969 年（昭和 44 年）3 月 5 日 

(7)発行済株式数 20,973,920 株 60,000 株 

(8)決算期 3 月 31 日 9 月 30 日 

(9)大株主及び持株比率 １．高速興産株式会社 26.21% 

２．ﾋﾞｰﾋﾞｰｴｲﾁ ﾌｫｰ ﾌｨﾃﾞﾘﾃｨｰ ﾛｰﾌﾟﾗｲｽ ｽﾄｯ

ｸ ﾌｧﾝﾄﾞ  8.14% 

３．株式会社光通信  4.62% 

株式会社高速 100％ 

(10)当該会社の最近 3 年間の経営成績及び財政状況                 （単位：百万円） 

 株式会社高速 高速マルトモ包装株式会社 

決算期 2018 年 

3 月期 

2019 年 

3 月期 

2020 年 

3 月期 

2018 年 

9 月期 

2019 年 

9 月期 

2020 年 

9 月期 

連結純資産 25,321 27,064 28,540 9 53 101 

連結総資産 45,527 48,031 47,336 598 626 726 

1 株あたりの連結純資産 1,311 円 1,401 円 1,477 円 ― ― ― 

連結売上高 82,339 86,519 88,588 1,886 1,914 1,871 

連結営業利益 2,920 3,116 3,137 36 48 56 

連結経常利益 3,081 3,304 3,346 37 49 57 

連結当期純利益 2,072 2,344 2,270 30 46 55 

1 株あたりの当期純利益 107 円 121 円 117.円 ― ― ― 

 

４．合併後の状況 

本合併後の当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金および決算期につ

いての変更はありません。 

 

５．今後の見通し 

本合併は、当社と当社の完全子会社による合併であるため、当社連結業績への影響は軽微で

あります。 

 

以 上 


